
○八戸市中小企業振興条例

昭和53年３月30日条例第11号 

改正 

平成７年３月30日条例第14号 

平成12年３月29日条例第２号 

平成18年３月30日条例第14号 

平成20年３月14日条例第１号 

平成21年３月27日条例第８号 

平成24年９月26日条例第22号 

平成26年３月25日条例第11号 

平成26年３月25日条例第12号 

平成28年３月30日条例第30号 

平成28年６月21日条例第37号 

平成28年８月１日条例第48号 

平成30年３月16日条例第４号 

平成30年９月26日条例第64号 

令和元年８月９日条例第18号 

八戸市中小企業振興条例 

（目的） 

第１条 この条例は、本市における中小企業の自主的な努力を助長し、企業の経営の革新を促

進するため、中小企業者等に対し必要な助成を行い、もってその育成振興を図ることを目的

とする。 

（用語の意義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 中小企業者 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項各号及び中小企

業等経営強化法（平成11年法律第18号）第２条第１項第５号に規定する中小企業者をいう。 

(２) 中小企業団体 中小企業団体の組織に関する法律（昭和32年法律第185号）第３条第

１項に規定する事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、企業組合、協業組合及

び商工組合、商店街振興組合法（昭和37年法律第141号）第２条第１項に規定する商店街

振興組合及び商店街振興組合連合会並びに生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関

する法律（昭和32年法律第164号）第３条に規定する生活衛生同業組合をいう。 

(３) 高度化事業 青森県中小企業高度化資金貸付規則（昭和43年青森県規則第９号）第２

基礎資料３ 

1



条の規定に基づき青森県から高度化資金の貸付けを受けて行う事業をいう。 

(４) 共同施設設置事業 独立行政法人中小企業基盤整備機構法施行令（平成16年政令第

182号）第３条第１項各号に掲げる事業のうち、生産、加工、販売、購買、保管、運送、

検査等のため共同で利用する施設の新設、増設、更新又は改修（以下「新設等」という。）

をする事業で、青森県から当該事業に必要な資金の貸付けを受けないで行うものをいう。 

(５) 指定地域 都市計画法（昭和43年法律第100号）第８条第１項第１号に規定する準工

業地域、工業地域及び工業専用地域内で、市長が指定した地域をいう。 

(６) 新事業活動 中小企業等経営強化法第２条第７項に規定する事業活動をいう。

（高度化事業に対する助成） 

第３条 市長は、中小企業者又は中小企業団体（以下「中小企業者等」という。）が行う高度

化事業が、中小企業の振興に著しく寄与すると認めるときは、当該中小企業者等に対し、予

算の範囲内で助成金を交付することができる。 

２ 前項の助成金の額は、青森県が当該高度化事業に対し貸し付ける高度化資金の100分の５

に相当する額以内とする。ただし、当該助成金の交付の限度額は、１億5,000万円とする。 

３ 第１項の助成金の交付は、第８条第２項の規定により助成金の交付を決定した日の属する

年度から５箇年度以内にわたり、分割して行うことができる。 

（共同施設設置事業に対する助成） 

第４条 市長は、中小企業団体が行う共同施設設置事業が、規則で定める要件に該当し、中小

企業の振興及び都市環境の整備に著しく寄与すると認めるときは、当該中小企業団体に対し、

予算の範囲内で助成金を交付することができる。 

２ 前項の助成金の額は、当該共同施設の新設等に要した経費（当該経費が１億5,000万円を

超えるときは、１億5,000万円とする。）の100分の20に相当する額以内とする。 

（指定地域内への工場等の設置に対する助成） 

第５条 市長は、中小企業者等が、指定地域内において市の施策に応じて規則で定める期間内

に規則で定める工場、作業場等を設置したときは、当該中小企業者等に対し、予算の範囲内

で助成金を交付することができる。 

２ 前項の助成金の額は、市長が定める。 

３ 第１項の助成金の交付は、当該施設を設置した日の属する年度の翌年度又は翌々年度から

３箇年度にわたり行うことができる。 

（新事業活動に対する助成） 

第６条 市長は、中小企業者等が行う新事業活動が、中小企業の振興に著しく寄与すると認め

るときは、当該中小企業者等に対し、予算の範囲内で助成金を交付することができる。 
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２ 前項の助成金の額は、当該新事業活動に要する経費のうち規則で定める経費の100分の50

に相当する額以内とする。 

（技能者の養成に対する助成） 

第７条 市長は、職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第24条第１項の規定により職業

訓練の認定を受けた中小企業者等又は職業訓練法人が、当該認定に係る職業訓練を行ったと

きは、その運営費の一部について予算の範囲内で助成金を交付することができる。 

２ 前項の助成金の額は、市長が定める。 

（助成の申請等） 

第８条 助成金の交付を受けようとする者は、市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、助成金を交付することを適当と

認めるときは、助成金の交付を決定し、当該申請者に通知する。 

３ 市長は、前項の助成金の交付を決定するに当たって必要があると認めるときは、条件を付

ける。 

（報告の聴取） 

第９条 市長は、必要があると認めるときは、申請者又は助成の決定の通知を受けた者（以下

「助成決定者」という。）に対し、必要な報告を求め、又は調査をすることができる。 

（助成の取消し） 

第10条 市長は、助成決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付の決定の

全部又は一部を取り消すことがある。 

(１) 虚偽の申請その他不正の行為があったとき。

(２) 助成金の交付の決定の内容又はこれに付けた条件に違反したとき。

(３) 事業を休止し、若しくは廃止し、又は事業を著しく縮少したとき。

(４) この条例又はこれに基づく規則に違反したとき。

（助成金の返還） 

第11条 市長は、助成金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に関

し既に助成金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずる。 

（中小企業新事業活動審議会） 

第12条 第６条第１項に規定する新事業活動に対する助成措置の公正を期するため、八戸市中

小企業新事業活動審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

２ 審議会は、市長の諮問により新事業活動に対する助成について調査審議し、その結果を答

申する。 

３ 審議会は、知識経験のある者及び関係行政機関の職員のうちから、市長が委嘱した委員を
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もって組織する。 

４ 前項の委員の定数は、10人以内とする。 

５ 委員の任期は、１年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 審議会の運営について必要な事項は、市長が定める。 

（適用除外） 

第13条 第３条第１項及び第５条第１項の助成金は、八戸市企業立地促進条例（昭和59年八戸

市条例第30号）第６条の操業奨励金若しくは第８条の設備投資奨励金若しくは八戸市優良事

業の誘致の促進に関する条例（平成17年八戸市条例第31号）第５条第１項第２号の税軽減奨

励金の交付を受けた者又は承認地域経済牽引事業のために設置される施設に係る八戸市市税

の特別措置に関する条例（平成20年八戸市条例第１号）第２条第１項若しくは八戸市復興産

業集積区域における固定資産税の特別措置に関する条例（平成24年八戸市条例第22号）第２

条の規定により課税免除の措置を受けた者に対しては、交付しない。 

２ 第５条第１項の助成金（八戸市地方活力向上地域における固定資産税の特別措置に関する

条例（平成28年八戸市条例第37号）第２条に規定する特別償却設備資産に係るものに限る。）

は、同条例第４条第１項に規定する課税免除等の措置（当該特別償却設備資産に係るものに

限る。）を受けた者に対しては、交付しない。 

（委任事項） 

第14条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

１ この条例は、昭和53年４月１日から施行する。 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

(１) 八戸市中小企業集団化及び共同施設設置促進条例（昭和37年八戸市条例第10号）

(２) 八戸市中小企業近代化促進助成条例（昭和40年八戸市条例第31号）

３ この条例施行の際現に八戸市中小企業近代化促進助成条例第３条第２号に規定する利子補

給を受けている近代化事業については、なお従前の例による。 

４ 八戸市特別職の職員の報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和31年八戸市条例第26号）の

一部を次のように改正する。 

別表第１中「中央卸売市場運営協議会の委員」を「中央卸売市場運営協議会の委員、新製品

開発審議会の委員」に改める。 

別表第２中「別表第２」を「別表第２（第２条関係）」に、「中央卸売市場運営協議会の

委員」を「中央卸売市場運営協議会の委員、新製品開発審議会の委員」に改める。 

附 則（平成７年３月30日条例第14号） 
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１ この条例は、平成７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条の規定は、この条例の施行の日以後の申請に係る高度化事業に対する助成

金の交付について適用し、同日前の申請に係る高度化事業に対する助成金の交付については、

なお従前の例による。 

附 則（平成12年３月29日条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成18年３月30日条例第14号） 

１ この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

２ 改正後の八戸市中小企業振興条例の規定は、この条例の施行の日以後の申請に係る助成金

の交付について適用し、同日前の申請に係る助成金の交付については、なお従前の例による。 

３ 八戸市特別職の職員の報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和31年八戸市条例第26号）の

一部を次のように改正する。 

別表第１及び別表第２中「新製品開発審議会」を「中小企業新事業活動審議会」に改める。 

附 則（平成20年３月14日条例第１号抄） 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、平成19年７月30日から適用する。 

附 則（平成21年３月27日条例第８号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成21年４月１日から施行する。（後略） 

附 則（平成24年９月26日条例第22号抄） 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、平成24年３月２日から適用する。 

附 則（平成26年３月25日条例第11号） 

１ この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

２ 改正後の八戸市中小企業振興条例の規定は、この条例の施行の日以後の申請に係る助成金

の交付について適用し、同日前の申請に係る助成金の交付については、なお従前の例による。 

附 則（平成26年３月25日条例第12号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

 附 則（平成28年３月30日条例第30号） 

  この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

 附 則（平成28年６月21日条例第37号抄） 
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（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、平成27年11月27日から適用する。 

附 則（平成28年８月１日条例第48号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成30年３月16日条例第４号抄） 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 附 則（平成30年９月26日条例第64号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年８月９日条例第18号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○八戸市中小企業振興条例施行規則

昭和53年４月１日規則第14号 

改正 

昭和63年３月24日規則第５号 

平成２年３月31日規則第22号 

平成５年４月30日規則第86号 

平成18年３月30日規則第10号 

平成22年３月12日規則第５号 

平成26年３月31日規則第15号 

平成28年８月１日規則第87号 

令和元年８月９日規則第19号 

令和２年８月11日規則第98号 

令和３年３月30日規則第35号 

令和３年８月６日規則第81号 

八戸市中小企業振興条例施行規則 

（この規則の趣旨） 

第１条 この規則は、八戸市中小企業振興条例（昭和53年八戸市条例第11号。以下「条例」と

いう。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（条例第２条第５号に規定する指定地域） 

第２条 条例第２条第５号に規定する指定地域は、別に告示する。 

（助成の対象） 

第３条 条例第３条から第７条までに規定する助成金の交付を受けることができる中小企業者

及び中小企業団体（以下「中小企業者等」という。）の範囲は、市内に主たる事業所を有し、

かつ、納期到来分の法人市民税及び固定資産税を滞納していない者で、次の各号のいずれか

に該当するものとする。 

(１) 中小企業者にあっては、資本の額又は出資の総額のうち大企業及びその役員からの出

資の割合が２分の１を超えない者であること。 

(２) 中小企業団体にあっては、その構成員の４分の３以上の者がその主たる事業所を市内

に有している者であること。 

（共同施設設置事業に対する助成） 

第４条 条例第４条第１項に規定する規則で定める要件は、次のとおりとする。 
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(１) 当該共同施設設置事業が当該中小企業団体の構成員の業種、業態、技術、生産規模等

から判断して必要と認められること。 

(２) 当該共同施設が次のアからエまでに該当すること。

ア 中小企業団体又はその構成員の経営の合理化を図るための適切な施設であり、永続的

に使用されると認められること。 

イ 機械及び装置が集中して設置され、当該中小企業団体の構成員の大部分が使用すると

認められること。 

ウ 施設の構造が十分な安全性及び耐久性を有すること。

エ 公害防止の措置が十分であること。

(３) 当該共同施設の新設、増設、更新又は改修に要した経費（土地の取得、造成等に要し

た経費を除く。）が1,000万円以上であること。 

（指定地域内への工場等の設置に対する助成） 

第５条 条例第５条第１項に規定する規則で定める期間は、別に告示する。 

２ 条例第５条第１項に規定する規則で定める工場、作業場等は、次に掲げる業種に属する中

小企業者等が新設、移設又は増設を行う工場又は作業場とする。 

(１) 建設業

(２) 製造業（武器製造業を除く。）

(３) 運輸業

(４) 自動車整備業

(５) 廃棄物処理業

(６) その他前各号に掲げる業種に類する業種で、市長が必要があると認めるもの

３ 条例第５条第１項に規定する助成は、工場又は作業場を移設した跡地を再び工場等の用地

として使用する場合は、これを行わない。 

４ 条例第５条第２項に規定する助成金の額は、新設、移設又は増設をした工場又は作業場の

土地（当該土地の面積が、建物の敷地面積の３倍を超えるときは、３倍の面積）、建物並び

に当該土地又は建物と同時に取得され、及び固定された設備（構築物、機械及び装置をい

う。）に対して課税された固定資産税額の100分の50に相当する額とする。ただし、当該助

成金の交付の限度額は、各年度につき、300万円とする。 

（新事業活動に対する助成） 

第６条 条例第６条第１項に規定する助成金の交付は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、

当該各号に定める金額を限度として、第３項に規定する助成事業の認定の日から１年間行う

ことができる。 
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(１) 中小企業等経営強化法（平成11年法律第18号）第15条第２項の承認経営革新計画に基

づいて実施する事業 300万円 

(２) 中小企業者が中小企業等経営強化法第２条第10項に規定する事業承継等（同項第９号

に掲げる措置を除く。）を契機として実施する事業 300万円 

(３) 前２号に掲げる事業以外の事業 200万円 

２ 条例第６条第２項に規定する規則で定める経費は、次に掲げる経費とする。 

(１) 調査又は計画策定に要する経費 

(２) 新商品、新技術又は新役務の開発に要する経費 

(３) 人材育成に要する経費 

(４) 販路拡大に要する経費 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める経費 

３ 条例第６条第１項に規定する助成金の交付を受けようとする者は、八戸市中小企業振興助

成事業認定申請書（別記第１号様式）を市長に提出し、助成事業の認定を受けなければなら

ない。 

４ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、これを認定したときは八戸市中

小企業振興助成事業認定通知書（別記第２号様式）により、これを認定しないときはその旨

を書面により、当該申請者に通知する。 

（技能者の養成に対する助成） 

第７条 条例第７条第２項に規定する助成金の額は、同条第１項に規定する職業訓練を行うた

めに必要な１施設当たり、年間30万円に訓練生１人当たり3,000円に訓練生数を乗じて得た

額を合算した額とする。ただし、１施設当たり年間70万円を限度とする。 

（助成の申請手続等） 

第８条 条例第８条第１項の規定による申請をしようとする者は、八戸市中小企業振興助成金

交付申請書（別記第３号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する申請書は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める期限までに提

出しなければならない。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、この限りでない。 

(１) 条例第３条、第４条、第６条及び第７条に規定する助成 当該助成を受けようとする

事業が完了する日 

(２) 条例第５条に規定する助成 各年度における固定資産税を完納した日から１年を経過

した日 

３ 助成を受けようとする事業が複数の会計年度（地方自治法（昭和22年法律第67号）第208

条第１項に規定する会計年度をいう。以下同じ。）にわたる場合においては、第１項の申請
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に係る助成の対象となる事業の範囲は、当該会計年度において実施する事業とする。ただし、

市長が特に必要があると認めるときは、この限りでない。 

４ 条例第８条第２項の規定による助成金の交付の決定の通知は、八戸市中小企業振興助成金

交付決定通知書（別記第４号様式）により行うものとする。 

（助成金の請求） 

第９条 助成金の交付の決定の通知を受けた者（以下「助成事業者」という。）は、助成金の

交付の請求をしようとするときは、八戸市中小企業振興助成金交付請求書（別記第５号様式）

を市長に提出しなければならない。 

（事業変更の承認） 

第10条 助成事業者は、助成金の交付の決定の対象となった事業計画の内容を変更しようとす

るときは、あらかじめ八戸市中小企業振興事業変更承認申請書（別記第６号様式）を市長に

提出し、その承認を受けなければならない。 

（助成事業の遂行） 

第11条 助成事業者は、条例及びこの規則並びに助成金の交付の決定の内容及びこれに付けた

条件に基づき、善良な管理者の注意をもって助成金の交付の決定を受けた事業（以下「助成

事業」という。）を遂行し、いやしくも、助成金を他の用途へ使用してはならない。 

（状況報告） 

第12条 市長は、助成事業の適正を確保するため必要があると認めるときは、助成事業者に対

して、助成事業の執行状況を調査し、又は報告を徴する。 

（助成事業の遂行の指示） 

第13条 市長は、助成事業者の提出する報告等によりその者の助成事業が助成金の交付の決定

の内容又はこれに付けた条件に従って遂行されていないと認めるときは、その者に対し、こ

れらに従って当該助成事業を遂行すべきことを指示する。 

（実績報告） 

第14条 助成事業者（条例第５条に規定する助成金の交付を受けた者を除く。）は、当該助成

事業が終了した日から３箇月を経過する日又は当該助成金の交付の決定を通知した日の属す

る会計年度の末日のいずれか早い期日までに、八戸市中小企業振興事業実績報告書（別記第

７号様式）により市長に報告しなければならない。 

（助成金の額の確定） 

第15条 市長は、助成事業者から前条の報告を受けた場合においては、関係書類の審査及び必

要に応じて現地調査等により、当該報告に係る助成事業の成果が助成金の交付の決定の内容

及びこれに付けた条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、
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交付すべき助成金の額を確定し、八戸市中小企業振興助成金交付額確定通知書（別記第８号

様式）により当該助成事業者に通知する。 

（財産の処分の制限） 

第16条 助成事業者は、助成事業により取得した財産を、市長の承認を受けないで、助成金の

交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し又は貸し付けてはならない。ただし、助成事業

完了の日から５年を経過したときは、この限りでない。 

（延滞金） 

第17条 助成事業者は、条例第11条の規定により助成金の返還を命ぜられ、これを納期限まで

に納付しなかったときは、納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、その未納額

につき年14.6パーセントの割合で計算した延滞金を市に納付しなければならない。 

（関係書類の備付け） 

第18条 助成事業者は、当該助成事業に係る経費の収支その他事業に関する事項を明らかにす

るため、これに関する一切の書類及び帳簿を助成事業完了の日から５年間備え付けておかな

ければならない。 

附 則 

１ この規則は、昭和53年４月１日から施行する。 

２ この規則施行の際現に条例第３条の規定による助成事業に着手している者及びこの規則の

施行の日から昭和53年８月31日までの間に条例第３条、第４条、第６条、第７条及び第９条

の規定による助成事業に着手する者に係る助成金の交付の申請にあっては、第８条第１項第

１号中「当該事業の着手前３箇月」とあるのは、「昭和53年５月31日」とする。 

３ 次に掲げる規則は、廃止する。 

(１) 八戸市中小企業集団化及び共同施設設置促進条例施行規則（昭和37年八戸市規則第12

号） 

(２) 八戸市中小企業近代化促進助成条例施行規則（昭和40年八戸市規則第33号）

附 則（昭和63年３月24日規則第５号） 

この規則は、昭和63年４月１日から施行する。 

附 則（平成２年３月31日規則第22号） 

この規則は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年４月30日規則第86号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成18年３月30日規則第10号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 
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附 則（平成22年３月12日規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成26年３月31日規則第15号） 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年８月１日規則第87号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年８月９日規則第19号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年８月11日規則第98号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月30日規則第35号） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式による用紙については、当分

の間、これを取り繕って使用することができる。 

附 則（令和３年８月６日規則第81号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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第１号様式（第6条関係） 

 

八戸市中小企業振興助成事業認定申請書 

      年  月  日 

 

（あて先）八戸市長 

 

住    所 

申請者 名    称 

代表者・氏名              

 

 八戸市中小企業振興条例第6条第1項の規定による助成金の交付を受けたいので、同条

例施行規則第6条第3項の規定に基づき、次のとおり申請します。 

 

事業の名称 

 

 

 

事業の内容 

  

添 付 書 類 
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第２号様式（第6条関係） 

 

八戸市中小企業振興助成事業認定通知書 

      年  月  日 

 

   様 

 

 

八戸市長       印 

 

     年  月  日付けで申請のあった助成事業認定について、次のとおり認定

したので、八戸市中小企業振興条例施行規則第6条第4項の規定により通知します。 

 

事業の名称 

 

 

 

 

 

 

 

条   件 
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第３号様式（第8条関係） 

 

八戸市中小企業振興助成金交付申請書 

      年  月  日 

 

（あて先）八戸市長 

 

住     所 

申請者 名     称 

代表者職・氏名              

 

 八戸市中小企業振興条例の規定による助成金の交付を受けたいので、同条例施行規則

第8条の規定に基づき、次のとおり申請します。 

 

事業の名称 

申 請 額 

 

 

                           円 

添 付 書 類 
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第４号様式（第8条関係） 

 

八戸市中小企業振興助成金決定通知書 

 

第     号 

  年  月  日 

 

   様 

 

八戸市長      印 

 

     年  月  日付けで申請のあった助成金の交付について、次のとおり決定

したので、八戸市中小企業振興条例第８条第２項の規定により通知します。 

 

交付金額 

 

                           円 

条  件 
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第５号様式（第9条関係） 

 

八戸市中小企業振興助成金交付請求書 

      年  月  日 

 

（あて先）八戸市長 

 

住     所 

申請者 名     称 

代表者職・氏名              

 

 八戸市中小企業振興条例施行規則第9条の規定により、次のとおり請求します。 

 

請 求 額 

 

       

                           円 

交付決定通知 

 

 

         年  月  日      第    号 

 

 

添 付 書 類  
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第６号様式（第10条関係） 

八戸市中小企業振興事業変更承認申請書 

  年  月  日 

（あて先）八戸市長 

住 所 

申請者 名 称 

代表者職・氏名

  年  月  日付け八戸市中小企業振興助成金交付申請書の内容に変更があ

ったので、八戸市中小企業振興条例施行規則第10条の規定により、次のとおり申請しま

す。 

事業の名称 

変 更 理 由 

円 

添 付 書 類 
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第７号様式（第14条関係） 

 

八戸市中小企業振興事業実績報告書 

 

  年  月  日 

（あて先）八戸市長 

 

住     所 

 名     称 

代表者職・氏名              

 

     年  月  日付け八戸市中小企業振興助成金交付申請書で申請した事業

がﾞ完了したので、八戸市中小企業振興条例施行規則第14条の規定により、次のとおり

報告します。 

 

事業の名称 

事 業 完 了 

 

                  年  月  日 

                            

事業の概要及び効果 

添 付 書 類 
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第８号様式（第15条関係） 

 

八戸市中小企業振興助成金交付額確定通知書 

 

  第     号 

年  月  日 

様 

 

八戸市長      印 

 

     年  月  日付けで事業実績報告のあった事業について、助成金交付額を次

の通り確定したので、八戸市中小企業振興条例施行規則第15条の規定により通知します。 

 

助成金交付確定額 

 

                           円 

 

内 

 

訳 

 

交付決定額 

 

確 定 額 

(A) 

交付済額 

(B

) 

未交付額 

（返還請求額） (A)ー

(B) 

        円         円              円                    円 

備  考 
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八戸市中小企業振興助成金交付事務取扱要綱 

昭和53年６月１日 

 

 

第１ 高度化事業に対する助成 

 １ 事務手続 

事前指導 
助成金交付申
請書の提出 

助成金の交
付決定通知 

助成金の 
交付 

状況報告 実績報告 
助成金交付額

確定通知 
精 算 

 青森県の高度
化資金融資実
行前まで。 
ただし、市長が
必要と認める
ときはこの限
りでない。 

交付申請書
を受理した
日から30日
以内 

交付決定
通知後30
日以内 

必 要 の つ
ど 

事業終了後
３箇月以内
又は年度末
日までのい
ずれか早い
日まで 

実績報告を受
理した日から
15日以内 

交 付 額
確 定 通
知 を し
た 日 か
ら 15 日
以内 

２ 事前指導 

(１) 助成金の交付を受けようとする者は、独立行政法人中小企業基盤整備機構及び青

森県が行う高度化事業に係る診断の状況について市に情報提供することとし、市は

当該診断に参加するなど、事前に必要な指導を行うこと。 

  (２) 助成金の交付を受けようとする者は、前項の診断が終了した際、青森県が作成し

た診断報告書を市に提出すること。 

３ 助成金の交付を受けようとする者は、青森県から高度化資金の貸付けの決定を受けた

ときは、速やかにその書類の写しを市に提出すること。 

４ 助成金交付申請書の添付書類 

  (１) 事業計画書（別記第１号様式） 

  (２) 収支予算書 

 (３) 役員名簿又は組合員名簿 

 (４) 登記簿謄本及び定款又は会則 

 (５) 事業実施の承認を証する議事録等（写） 

 (６) 直近の事業報告書又はそれに準ずるもので市長が認めるもの 

 (７) 高度化資金の貸付けに係る金銭消費貸借契約書（写）又は貸付決定通知書（写） 

(８) 納税証明書又は市税の納付状況を確認することに同意する文書 

(９) その他市長が必要と認める書類 

５ 助成金の交付 

  当該土地、建物その他の施設の取得、造成、設置等につき、市から助成金等が既に交

付されているとき（当該交付を受けようとする者以外に交付された場合を含む。）は、

条例第３条第１項の規定による助成は行わない。 

  ただし、土地の造成又は建物の改築につき助成金の交付を受けようとする場合におい

ては、この限りでない。 

６ 実績報告書の添付書類 

 (１) 事業実績書 

 (２) 収支精算書 

 (３) その他市長が必要と認める書類 
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第２ 共同施設設置事業に対する助成 

１ 事務手続 
助成金交付申
請書の提出 

助成金の交
付決定通知 

状況報告 完了届 助成金の交付 実績報告 
助成金交付額

確定通知 
精 算 

事業完了前ま
で。 
ただし、市長
が必要と認め
るときはこの
限りでない。 

交付申請書
を受理した
日から30日
以内 

必要のつ
ど 

施設が完
了後15日
以内 

完了届を受理
した日から30
日以内 

事業完了
後３箇月
以内又は
年度末日
までのい
ずれか早
い日まで 

実績報告を受
理した日から
15日以内 

交 付 額
確 定 通
知 を し
た 日 か
ら 15 日
以内 

２ 商業施設の要件 

次の各号に掲げる商業施設については、八戸市中小企業振興条例施行規則第３条に規

定する要件のほか、当該各号に定める要件を備えていること。 

(１) 街路灯

商店街に設置される共同の施設で、都市の美観上十分に配慮されたもので

あること。ただし、設置団体又はその構成員以外のものの広告が付設されているも

のは除く。 

(２) アーケード

都市の美観と安全性を備えたものであること。

(３) 駐車場

管理棟、物品預り所及び照明施設を有し、防塵舗装（側溝設備を含む。）以下の

舗装がなされているものであること。ただし、組合の利用割合が３分の１以下であ

ること。 

 なお、立体駐車場の場合も前記条件を具備している場合は助成の対象とすること

ができる。 

(４) カラー舗装

歩行者等の通行の安全に配慮した耐久性のあるもので、都市の公共施設にふさわ

しい美観を有するものであること。 

(５) いこいの広場（小緑地、広場）

市民が自由に休憩できるための施設を備え、都市の美観上十分配慮されたもので

あること。 

 また、商店街にあっては、ショッピングの楽しい雰囲気をかもし出す施設である

こと。 

３ 助成金の交付を受けようとする者は、施設が完成したときは、完了届（別記第２号様式）

及び施設完成写真を提出すること。 

４ 助成金交付申請書の添付書類 

(１) 事業計画書（別記第１号様式）

(２) 収支予算書

(３) 組合員名簿

(４) 登記簿謄本及び定款又は会則

(５) 事業実施の承認を証する議事録等（写）

(６) 直近の事業報告書又はそれに準ずるもので市長が認めるもの

(７) 見積書（写）（２者以上から徴収したものであること。）

(８) 工事請負契約書（写）（交付申請の時点で既に契約を締結している場合に限る。） 

(９) 設置する共同施設の概要が分かる資料（設計書・設計図の写し、カタログの写し等） 

(10) 納税証明書又は市税の納付状況を確認することに同意する文書
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(11) その他市長が必要と認める書類 

５ 助成金の交付 

  過去に助成金の交付を受けて新設、増設、更新又は改修した共同施設を新たに取得す

る場合は、当該取得に要する経費は、助成の対象としない。 

６ 名称等の表示 

  助成金の交付を受けようとする者は、当該共同施設に名称等を表示する場合は、中小

企業団体の名称を表示すること。 

７ 実績報告書の添付書類 

  (１) 事業実績書 

 (２) 収支精算書 

(３) 工事請負契約書（交付申請時に提出しており、かつその時点の内容から変更が無い

場合は、省略可。）、納品書（又は引渡書）、請求書及び支払済であることを証する

書類（領収書等）（写） 

(４) その他市長が必要と認める書類 

 

 

第３ 市長が指定する地域の特例に対する助成 

１ 事務手続 

全体計画
書の提出 

事前指導 
助成金交
付申請書
の提出 

助成金の
交付決定
通知書 

助成金 
の交付 

状況報告 実績報告 
助成金交
付額確定

通知 
精 算 

事業着手
前まで 

 各年度に
おける固
定資産税
を完納し
た日から
1年以内 

交付申請
書を受理
した日か
ら 30日以
内 

交付決定
通知後 30
日以内 

    

２ 事前指導 

   指定地域内において工場・作業場等を設置し、助成金の交付を受けようとする者は、

当該施設の設置を計画したときにあらかじめ全体計画書（別記第３号様式）を提出する

こととし、市は事前に必要な指導を行うこと。 

 ３ 助成金交付申請書の添付書類 

 (１) 土地、建物及び固定された設備（構築物、機械及び装置）の内訳書（別記第４号

様式） 

  (２) 登記事項証明書（写）及び償却資産申告書（写）その他土地、建物及び固定され

た設備（構築物、機械及び装置）の取得を証する書類 

  (３) 土地、建物及び固定された設備（構築物、機械及び装置）の固定資産課税台帳の

写しその他課税額を算出する基礎となる資料 

(４) 納税証明書又は市税の納付状況を確認することに同意する文書 

  (５) その他市長が必要と認める書類 

４ 全体計画が変更になる場合 

   資金調達等の割合により全体計画が変更になる場合は、助成金の交付を受けようとす

る者は、市に変更届を提出し承認を得ること。 

５ 助成の対象となる時期 
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  助成金は、全体計画が完了した時点における土地、建物及び固定された設備に対して

課税される固定資産税を基準として算定する。したがって、全体計画が完了していない

もの及び助成の申請をした後増築した施設は助成の対象としない。 

６ 集団化事業等の組合事業により工場等を設置する場合 

 (１) 集団化事業等の組合事業により工場・作業場等を設置する場合は、組合が市に全

体計画書を提出すること。 

(２) 助成金交付申請書は、全体計画書に記載されている土地、建物及び固定された設

備を所有する組合又は組合員がそれぞれ市に提出すること。 

(３) 助成金は、交付申請者毎に、限度額の範囲内において交付するものとする。 

 

 

第４ 新事業活動に対する助成 

１ 事務手続 

  (１) 初年度 

事業認
定申請 

中小企
業新事
業活動
審議会
への付

議 

事業の
認定(不
認定)の
通知 

助成金
の交付
申請書
の提出 

助成金
交付決
定通知 

助成金
の交付 

状況 
報告 

実績 
報告 

助成金
交付額
確定通

知 

精 算 

別 に 市
が 定 め
る 

事 業 認
定 申 請
書 を 受
理 し た
日 か ら
90 日 以
内 

中 小 企
業 新 事
業 活 動
審 議 会
の 答 申
後 30 日
以内 

事 業 完
了 前 ま
で。 
ただし、
市 長 が
必 要 と
認 め る
と き は
こ の 限
り で な
い。 

交 付 申
請 書 を
受 理 し
た 日 か
ら 30 日
以内 

決 定 通
知 後 30
日以内 

必 要 の
つど 

事 業 終
了 後 ３
箇 月 以
内 又 は
年 度 末
日 ま で
の い ず
れ か 早
い 日 ま
で 
 

実 績 報
告 を 受
理 し た
日 か ら
15 日 以
内 

交 付 額
確 定 通
知 を し
た 日 か
ら 15 日
以内 

 

(２) 次年度 

助成金交付申
請書の提出 

中小企業
新事業活
動審議会
への付議 

助成金交付
決定通知 

助成金 
の交付 

状況報告 実績報告 
助成金交付
額確定通知 

精 算 

事業完了前ま
で。 
ただし、市長
が必要と認め
るときはこの
限りでない。 

原則不要 交付申請書
を受理した
日から30日
以内 

決定通知
後 30日以
内 

必要のつど 事業終了後
３箇月以内
又は年度末
日までのい
ずれか早い
日まで 

実績報告を
受理した日
から15日以
内 

交付額確定
通知をした
日から15日
以内 

 

 ２ 申請事務の取扱 

 (１) 新事業活動に対する助成は、１事業につき事業認定日から１年間助成するもので

あるから、助成の対象となる事業期間が属する年度毎に助成金交付申請書を提出す

ること。 

  (２) 事業計画書により事業を遂行し失敗した場合の助成金の返還は、助成事業者の責

めに帰すべき重大な理由がある場合を除き、不要とする。 

 ３ 中小企業新事業活動審議会への諮問 

   中小企業新事業活動審議会への諮問は、新たに申請のあった最初の年度に行い、特別

な事情がない限り次年度は不要とする。 

４ 新事業活動に対し、国、県その他の機関の補助の決定があったときは、助成金の交付

を受けようとする者は、速やかにその旨を証する書類の写しを市に提出すること。 
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５ 助成の対象とする事業 

個々の中小企業者等にとって新たな事業活動であれば、既に他社において採用されて

いる技術、方式等を活用する場合についても、原則として助成の対象とする。 

ただし、業種毎に同業の中小企業（地域性の高いものについては、同一地域における

同業他社）における当該技術、方式等の導入状況を判断し、既に相当程度普及している

と認められる技術、方式等を活用する場合は助成の対象としない。 

 ６ 助成の対象とする経費 

   助成対象経費は、助成事業を実施するために必要な経費であって、次に掲げるものと

する。ただし、助成事業者の役職員に係る人件費は除く。 

  （１） 講師又は外部専門家に対する謝金 

  （２） 講師又は外部専門家に対する旅費 

  （３） 会議費、会場借上料、会場整備費、印刷製本費、資料購入費、通信運搬費、集計・

分析費、調査費、広告宣伝費、翻訳料、原稿料、職員旅費、受講料、消耗品費、機

械借上料、借損料、雑役務費等の事業経費（フランチャイズ等に係る加盟料等は除

く。） 

  （４） 原材料費 

  （５） 機械装置・工具器具備品費（汎用機器は除く。） 

  （６） 外注加工費 

  （７） 研究開発費 

  （８） 委託費（その事業の全てを委託するものを除く。） 

   ただし、中小企業振興条例第３条又は第４条の助成対象経費は、当事業の対象経費か

ら除く。 

 ７ 事業の認定の要件 

   八戸市中小企業振興条例施行規則第６条第４項に定める事業の認定に際しては、八戸

市中小企業振興条例第６条第１項に定める要件のほか、次の要件を備えていることを要

する。 

（１） 八戸市中小企業振興条例施行規則第６条第３項に定める事業認定の申請時点で、

１年以上事業活動の実績がある中小企業者等が行う事業であること。 

  (２) 新事業活動の本拠が市内にあり、事業期間終了後も継続的に市内で展開する事業

であること。 

  (３) 八戸市中小企業振興条例施行規則第６条第３項に定める事業認定の申請時点で、

既に事業化（事業の成果によって売り上げが生じていることをいう。以下同じ。）

している事業でなく、かつ、事業化の見通しがあること。  

  (４) 事業化により、経営の向上が見込まれること。 

  (５) 事業計画（目的、内容、期間、目標等）が明確であること。 

  (６) 資金計画に確実性があること。 

  (７) 先駆的又は革新的な取り組みであり、市内の中小企業者等への波及効果が見込ま

れること。 

  (８) 助成する事業として、社会通念上、適当と認められる事業であること。 

(９) 同一事業で助成（国、県その他の機関からの助成を含む。）を受けたことがない

事業であること及び今後助成を受ける見込みがない事業であること。 

(10) 八戸市中小企業振興条例施行規則第６条第１項第２号に掲げる事業は、次に掲げ

る要件の全てに該当すること。 
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  ア 同号の事業承継については、事業認定申請日の属する年度前３年度内に実施し

たものであること又は事業認定申請日の翌日から起算して３年を経過する日まで

に実施する予定があるものであること。 

  イ 同号の事業承継については、任期による役員交代又はこれに類する代表者の交

代でないこと。 

  ウ 認定経営革新等支援機関の指導及び助言を得た事業承継概要書を有すること。 

８ 事業認定申請書の添付書類 

  (１) 全体事業計画書（別記第５号様式） 

  (２) 全体収支予算書（別記第６号様式） 

  (３) 役員名簿又は組合員名簿 

  (４) 登記簿謄本及び定款又は会則 

  (５) 事業実施の承認を証する議事録等（写）（中小企業団体のみ） 

  (６) 直近の事業報告書又はそれに準ずるもので市長が認めるもの 

  (７) 見積書（写） 

  (８) 新事業活動の内容について参考となる資料（設計図の写し、カタログの写し、写真

その他参考となる資料） 

(９) 八戸市中小企業振興条例施行規則第６条第１項第２号に掲げる事業にあっては、

事業承継概要書（別記第７号様式） 

(10) その他市長が必要と認める書類 

９ 助成金交付申請書の添付書類 

  (１) 年度別事業計画書（別記第８号様式） 

 (２) 年度別収支予算書（別記第９号様式） 

  (３) 見積書（写）（２者以上から徴収したものであること。） 

  (４) 新事業活動の内容について参考となる資料（設計図の写し、カタログの写し、写真

その他参考となる資料） 

  (５) 第４の８の(３)から(６)までに掲げる書類（事業認定申請時の内容から変更が無

い場合は、省略可。） 

  (６) 納税証明書又は市税の納付状況を確認することに同意する文書 

  (７) その他市長が必要と認める書類 

10 実績報告書の添付書類 

  (１) 事業実績書 

  (２) 収支精算書 

  (３) 納品書（又は引渡書）、請求書及び支払済であることを証する書類（領収書等）

（写） 

  (４) 成果物の仕様書、出来高設計書、写真その他新事業活動の成果について参考となる

資料 

  (５) その他市長が必要と認める書類 

11 事業化状況の報告 

助成事業者は、助成事業の事業化状況について、助成事業の認定の日の属する会計年度

の終了後３年間、当該年度の翌年度の５月31日までに事業化状況報告書（別記第10号様

式）により市に報告すること。 

 

 

26



第５ 技能者の養成に対する助成 

１ 事務手続 
助成金交付申
請書の提出 

助成金の交付
決定通知 

助成金の交付 状況報告 実績報告 
助成金交付額

確定通知 
精 算 

事業完了前ま
で。 
ただし、市長
が必要と認め
るときはこの
限りでない。 

交付申請を受
理した日から
30日以内 

交付決定通知
後30日以内 

必要のつど 事業終了後３
箇月以内又は
年度末日まで
のいずれか早
い日まで 
 

実績報告を受
理した日から
15日以内 

交付額確定通
知をした日か
ら15日以内 
 
 

 

 ２ 助成金のうち、訓練生１人当たりの助成の額の算出に当たっては、職業能力開発促進

法施行規則(昭和44年労働省令第24号)第９条に規定する短期間の訓練課程の訓練生数を

含まないものとする。 

 ３ 助成金交付申請書の添付書類 

  (１) 事業計画書（別記第１号様式） 

  (２) 収支予算書 

  (３) 役員及び組合員名簿 

  (４) 登記簿謄本及び定款又は会則 

  (５) 直近の事業報告書又はそれに準ずるもので市長が認めるもの 

  (６) 納税証明書又は市税の納付状況を確認することに同意する文書 

  (７) その他市長が必要と認める書類 

 ４ 実績報告書の添付書類 

  (１) 事業実績書 

  (２) 収支精算書 

 

附 則 

この要綱は、平成18年12月１日から実施する。 

 

附 則 

この要綱は、平成22年４月１日から実施する。 

 

附 則 

この要綱は、平成26年４月１日から実施する。 

 

附 則 

この要綱は、平成27年４月10日から実施する。 

 

附 則 

この要綱は、平成27年６月23日から実施する。 

 

附 則 

この要綱は、平成28年４月１日から実施する。 

 

附 則 

この要綱は、平成28年８月22日から実施する。 
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附 則 

この要綱は、平成29年２月20日から実施する。 

 

附 則 

この要綱は、平成29年５月19日から実施する。 

 

  附 則 

この要綱は、令和２年８月12日から実施する。 

 

  附 則 

この要綱は、令和３年７月19日から実施する。 

 

  附 則 

この要綱は、令和４年６月29日から実施する。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から実施する。 
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別記 

第１号様式（第１、第２、第５関係） 

 

事 業 計 画 書 

 

 

１ 事業の名称 

２ 事業の場所 

３ 事業の期間     年 月 日から   年 月 日まで 

４ 事業の必要性 

 (１) 現 状 

 (２) 必要性 

 (３) 効 果 

５ 事業計画の内容 

 (１) 組合員数 

 (２) 業種の業態 

 (３) 全体計画の内容 

 (４) 年度別事業計画の内容 

 (５) 年度別使途別所要資金額 

 (６) 資金調達計画 

 (７) 施設の所有形態 

 (８) 組合、組合員の借入金及び償還計画 

 (９) 施設の耐用年数   年 

 (10) 事業完了後の運営方法 

６ 国・県からの助成の有無 

 (１) 名 称 

 (２) 補助額又は貸付額   円 

 (３) 算出基礎 

 (４) 補助又は貸付条件 
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第２号様式（第２関係） 

 

完  了  届 

 

 

年  月  日 

 

（あて先）八 戸 市 長 

 

 

住   所 

届出者 名   称 

代表者氏名          

 

 

年  月  日申請の施設の設置が完了したので、施設完成写真を添付し、次のとおり 

届け出ます。 

 

助成金交付決定通知番号  

申 請 施 設 の 所 在 地  

申 請 施 設 の 名 称  

施 設 設 置 着 手 年 月 日  

施 設 設 置 完 了 年 月 日  
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第３号様式（第３関係） 

 

 

市長が指定する地域の特例に関する全体計画書 

 

 

 

１ 中小企業者又は組合の名称及び所在地 

２ 中小企業者又は組合の業種、主要品目 

３ 施工期間    年 月 日から   年 月 日 

４ 操業開始の日又は計画完了の日     年 月 日 

５ 新設又は移設の区分（新設、移設、増設） 

６ 事業の必要性及び効果 

 (１) 現 状 

 (２) 必要性 

 (３) 効 果 

７ 土地、建物、固定された設備（構造物、機械及び装置）内訳書 別記第４号様式 

８ 中小企業者又は組合の会計年度 

      年 月 日から   年 月 日 

９ 国、県からの助成の有無 

(１) 名 称 

(２) 補助額又は貸付額      円 

 (３) 算出基礎 

 (４) 補助又は貸付条件 

10 添付書類 

 (１) 用地実測図 

 (２) 施設配置図 
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第４号様式（第３関係） 

 

 

 

土地・建物・固定された設備（構築物・機械及び装置）の内訳書 

 

単位：円 

区   分 
取得方法 

(新規中古移転) 
取得年月日 取得価格 年度 

固定資産税 
助成金交付決定額 備考 

課税標準額 税額 

(土地) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

        

 

 

        

(建物) 

 

        

 

 

        

 

 

        

 

 

        

(構築物) 

 

        

 

 

        

 

 

        

 

 

        

(機械及び装置) 

 

        

 

 

        

 

 

        

 

 

        

 

 

        

 

 

        

合   計 
        

 太線内を記入して下さい。 
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第５号様式（第４関係） 

全体事業計画書 

 

１．申請者の概要 

企業名：  

代表者の役職名及び氏名：  

所在地：（〒   －   ） 

 

新事業の実施が本社の所在地と異なる場合の実施場所 

所在地：（〒   －   ） 

将来的に八戸市以外にこの事業を拡大する予定の有無 

 □有 〔拡大時期  年  月頃〕〔拡大する地域    〕 

    〔拡大後、八戸市内で行う新事業活動の割合   ％〕 

 □無 

電話番号：   FAX番号：  

連絡先（担当者の役職名、氏名及び電話番号、担当者のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ） 

資本金（出資金）  千円  従業員   人  

主たる業種（日本標準

産業分類、中分類） 
 

創業又は 

設立日 

Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ  

  年  月  日 

ホームページ  加盟業界団体等  

実施体制  
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２．事業内容 

１．事業計画名  

   

２．新事業活動の類型 ※該当する項目に☑を付してください。 

  □新商品の開発又は生産   

□新役務の開発又は提供   

  □商品の新たな生産又は販売の方式の導入   

□役務の新たな提供の方式の導入 

□その他の新たな事業活動 

３．事業計画の概要 (目的・内容・期間・目標等) 

 (1)目的 

    

    

 (2)内容 

    

    

 (3)期間 

①事業期間    年  月  日  ～  年  月  日 

②主な工程ごとのスケジュール 

 

 (4)目標 

 

 

実施項目 内 容 
実施時期 

 月  月  月  月  月  月  月  月  月  月  月  月 

  
            

  
            

  
            

４．事業内容が先駆的又は革新的である理由 

(1)自社での比較 

 

(2)競合他社との比較 

 

５．市内他社への波及効果 

 

 

６．事業化の見通し          年   月頃 

 (1)実現性： 

 (2)市場性： 
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７．経営計画 

（単位：千円） 

 ２年前 
（ 年 月期） 

１年前 
（ 年 月期） 

直近期末 
（ 年 月期） 

１年後 
（ 年 月期） 

２年後 
（ 年 月期） 

３年後 
（ 年 月期） 

①売上高       

②売上原価       

③売上総利益 
（①－②） 

      

④販売費及び 

一般管理費 
      

⑤営業利益       

⑥営業外収益       

⑦営業外費用       

⑧経常利益 
（⑤+⑥-⑦） 

  
※Ｅ 

   
※Ｆ 

 

⑨人件費       

⑩設備投資額       

⑪運転資金       

 
普通償却費       

特別償却費       

⑫減価償却費       

⑬付加価値額 
（⑤+⑨+⑫） 

  
※Ａ 

   
※Ｂ 

 

⑭従業員数       

⑮一人当たりの付加価値額
（⑬÷⑭） 

  
※Ｃ 

   
※Ｄ 

 

 

 (付加価値額等の算出方法） 

人数、人件費に短時間労働者、派遣労働者に対する費用を参入しましたか。（はい・いいえ） 

従業員数について就業時間による調整を行いましたか。（はい・いいえ） 

 

 

○経営の向上の程度を示す指標 

  現状(千円) 計画終了時の目標伸び率（計画期間）（％） 

１ 付加価値額 ※Ａ （※Ｂ－※Ａ）÷ ※Ａ×１００ 

２ 一人あたりの付加価値額 ※Ｃ （※Ｄ－※Ｃ）÷ ※Ｃ×１００ 

３ 経常利益 ※Ｅ （※Ｆ－※Ｅ）÷ ※Ｅ×１００ 
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８．その他 

(1)法律等に基づく計画認定等 

   □ 有 〔計画名：        〕  （認定日：   年  月  日） 

  □ 無 

 

(2)国・県その他関係機関からの助成     

 □ 有   □ 無  

事業名称  

事業主体 

(関係省庁名等を記載) 
 

テーマ名  

補助・委託額 円 

実施期間  

事業内容及び 

本事業計画との相違点 
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第６号様式（第４関係） 

全体収支予算書 

 
【収入】 

調達資金の内訳 金  額 備  考 
市助成金（助成希望額） 円  
自己資金 円  
金融機関借入  円  
その他  円  

合    計 円  
   
【支出】 

項   目 金  額 積算根拠 

助
成
対
象
経
費 

 円  
 円  
 円  

小 計 円  
助
成
対
象
外
経
費 

 円  
 円  
 円  

小 計 円  
合    計 円  

 
【初年度支出見込額】 

項   目 金  額 積算根拠 

助
成
対
象
経
費 

 円  
 円  
 円  

小 計 円  
助
成
対
象
外
経
費 

 円  
 円  
 円  

小 計 円  
合    計 円  
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第７号様式（第４関係） 

事業承継概要書 

 

１．承継の状況（該当するものに〇印を付してください。） 

 承継前 

 承継後 

 

２．承継者の区分（該当するものに〇印を付してください。） 

 親族内承継（被承継者の３親等内の親族が事業を承継する。） 

 役員・従業員承継 

（承継する事業に従事している役員・従業員が事業を承継する。） 

 第三者承継（外部から招へいした人物が事業を承継する。） 

 

３．承継の範囲（該当するものに〇印を付してください。） 

 全部承継（承継が、被承継者の事業全部を対象とする。） 

 一部承継（承継が、被承継者の事業の一部を対象とする。） 

 

４．被承継者・承継者の事業概要等 

被

承

継

者 

法人名又は 

商号名称 

 

 
業 種 

 

 

代表者職氏名  生年月日 
年  月  日生 

（    歳） 

事 業 所 

所 在 地 

 

 

代 表 者 

等 住 所 

 

 

資本金 千円 
おおむね常時使用

する従業員の数 
人 

開業年月   個人・法人     年  月 
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承

継

者 

法人名又は 

商号名称 

 

 
業 種 

 

 

代表者職氏名 
 

生年月日 
年  月  日生 

（    歳） 

事 業 所 

所 在 地 

 

 

代 表 者 

等 住 所 

 

 

資本金 千円 
おおむね常時使

用する従業員の

数 

人 

承継(予定)

日（※１） 
年   月   日 

承継する 

事業の内容 

（※２） 

 

企業の沿革 

本人の経歴 
（現在地での営業年数：  年  月） 

（※１）承継後の場合は、「承継実施日」を記入してください。この際、個人の場合は、税務

署に提出した「個人事業の開業・廃業等届出書」の開業日を記入してください。法人

の場合は、「登記事項証明書」上の現在の代表者の就任日を記入してください。 

（※２）承継後の場合は、承継した事業の内容を記入してください。 

 

５．事業承継の経緯・理由等（具体的に記入してください。） 

（１）事業承継の経緯・理由（承継者と被承継者の関係等） 

（２）今後の事業内容・方針（承継後の場合は、現在行っている事業内容を記入） 

（３）本事業を行う目的・動機及び事業効果 
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６．事業計画 

（千円） 

 
２年前 

（実績） 

１年前 

（実績） 

承継前 

直近期 

（実績） 

承継後 

１年目 
２年目 ３年目 

売上高 

（a） 
      

売上原価 

（b） 
      

売上総利益 

（c）＝（a-b） 
      

販売管理費 

（d） 
      

営業利益 

（e）＝（c-d） 
      

営業外収支 

（f） 
      

経常利益 

（g）＝（e-f） 
      

 

 

（備考） 

① 別紙については、中小企業等経営強化法に規定する認定経営革新等支援機関が記載す

る。 

② 事業承継後の場合は、売買契約書等の事業資産の承継を証明する書類を添付する。  

40



別紙 

 

 

 

認定経営革新等支援機関による所見等 

 

１．認定経営革新等支援機関の名称等 

認定経営革新等支援機関ＩＤ番号  

認定経営革新等支援機関の名称 印 

(機関が法人の場合)代表者の職氏名  

住所又は所在地  

 

２．指導・助言を行った年月日              年  月  日 

 

３．認定経営革新等支援機関による指導・助言の内容 
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第８号様式（第４関係） 

年度別事業計画書（  年度） 

 

１．事業計画名  

２．事業計画の概要  (目的・内容・期間・目標等) 

 (1)目的 

 

 

 

 

 

 (2)内容 

 

 

 

 

 

 (3)期間 

①事業期間    年  月  日  ～  年  月  日 

②主な工程ごとのスケジュール 

 

実施項目 内 容 
実施時期 

 月  月  月  月  月  月  月  月  月  月  月  月 

              

              

              

 (4)目標 

 

 

 

 

 

４．備考 
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第９号様式（第４関係） 

年度別収支予算書（  年度） 

 
【収入】 

調達資金の内訳 金  額 備  考 
市助成金（助成希望額） 円  
自己資金 円  

金融機関借入 
 円  
 円  
 円  

その他 
 円  
 円  
 円  

合    計 円  
   
【支出】 

項   目 金  額 積算根拠 

助
成
対
象
経
費 

 円  
 円  
 円  
 円  
 円  
 円  
 円  
 円  

小 計 円  

助
成
対
象
外
経
費 

 円  
 円  
 円  
 円  
 円  
 円  
 円  
 円  

小 計 円  
合    計   
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第 10号様式（第４関係） 

年  月  日 

 

（あて先）八戸市長 

 

 

住   所 
助成事業者  名   称 

代表者氏名              
 

 

事業化状況報告書 

 
 

  年度に八戸市中小企業振興条例施行規則第６条第４項の規定により助成事業の認

定を受け、同条例第６条第１項の規定による助成金の交付を受けた中小企業振興事業（新事

業活動に対する助成）について、  年度の事業化状況を報告します。 
 
 
１．助成事業の内容 

(1) 助成事業者名： 
(2) 助成事業の名称： 
(3) 助成金確定額： 

 
２．事業化状況等 

別紙のとおり 
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別 紙 
 
 
１．現在の状況                              （単位：千円） 
 基準年度※１ 

（ 年 月期） 
１年後 

（ 年 月期） 
２年後 

（ 年 月期） 
３年後 

（ 年 月期） 

①売上高     

②売上原価     

③売上総利益 
（①－②） 

    

④販売費及び 
一般管理費 

    

⑤営業利益     

⑥営業外収益     

⑦営業外費用     

⑧経常利益 
（⑤+⑥-⑦） 

   
 

(目標値※2)          

⑨人件費     

⑩設備投資額     

⑪運転資金     

 
普通償却費     

特別償却費     

⑫減価償却費     

⑬付加価値額 
（⑤+⑨+⑫） 

   
 

(目標値※2)           

⑭従業員数     

⑮一人当たりの付加価値額 
（⑬÷⑭） 

   
 

(目標値※2)           

（※１）「基準年度」には、事業認定申請時に「直近期末」とした事業年度の数値を記入すること。 
（※２）「目標値」には、事業認定申請時に「３年後」とした事業年度の数値を記入すること。 
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２．現在までの事業化に関する状況 

 

 

事業化の状況※３   事業化した ／ 事業化していない （該当する項目に〇印を記入） 

 
 
（※３）助成事業の事業化に関する状況報告であるため、単年度ではなく、助成事業の認定から現在に至るまでの 

状況を選択すること。 
 

 
  
(1) 「事業化した」を選択した場合、現在の状況について当てはまるものに✔をお願いします。 
 

□ 第１段階：製品の販売、又はサービスの提供についての宣伝や営業を行っている。 

□ 第２段階：注文（契約）を獲得し始めている。 

□ 第３段階：製品の製造又はサービスの提供を開始している。 

□ 第４段階：継続的な製造・提供実績はあるものの、利益が上がるまでには至っていない。 

□ 第５段階：継続的な製造・提供実績があり、利益も上がっている。 

□ その他（                                  ） 
 
  

(2) 「事業化していない」を選択した場合、現在の状況及びその理由に加え、今後の事業化へ

の見通しや課題の解決に向けた改善方針等を具体的に記入ください。 
 

【記入欄】 
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